
別
紙
様
式
第
二
号
^

中「

長
期
前
払
費
用

」
を
「

長
期
前
払
費
用

前
払
年
金
費
用

」
に
改
め
る
。

別
紙
様
式
第
三
号
^

中「
子
会
社
等
出
資

」

を「
子
会
社
等
出
資

前
払
年
金
費
用

」

に
改
め
る
。

別
紙
様
式
第
四
号
^

中「
長
期
前
払
費
用

」

を「
長
期
前
払
費
用

前
払
年
金
費
用

」

に
改
め
る
。

別
紙
様
式
第
五
号
^

中「
子
会
社
等
出
資

」

を「
子
会
社
等
出
資

前
払
年
金
費
用

」

に
改
め
る
。

別
紙
様
式
第
六
号
_

第
二
２
\
中 「

６
繰
延
税
金
資
産

７
再
評
価
に
係
る
繰
延
税

金
資
産

８
連
結
調
整
勘
定

」

を 「
６
退
職
給
付
に
係
る
資
産

７
繰
延
税
金
資
産

８
再
評
価
に
係
る
繰
延
税

金
資
産

９
連
結
調
整
勘
定

」

に
、

「
退
職
給
付
引
当
金

」

を「
退
職
給
付
に
係
る
負
債

」

に
、

^
土
地
再
評
価
差
額
金

」

を 「
^
土
地
再
評
価
差
額
金

_
退
職
給
付
に
係
る
調
整

累
計
額

」
に
改
め
る
。

「

別
紙
様
式
第
六
号
_

第
二
２
]
中「

長
期
前
払
費
用

」

を 「
長
期
前
払
費
用

退
職
給
付
に
係
る

資
産

」

に
、

「
`
長
期
繰
延
税
金
負
債

a
そ
の
他
の
固
定
負
債

」

を 「
`
退
職
給
付
に
係
る
負
債

a
長
期
繰
延
税
金
負
債

b
そ
の
他
の
固
定
負
債

」

に
、

「
]
繰
延
ヘ
ッ
ジ
損
益

」

を 「
]
繰
延
ヘ
ッ
ジ
損
益

^
退
職
給
付
に
係
る
調
整

累
計
額

」

に
改
め
る
。

別
紙
様
式
第
六
号
_

第
二
５
﹇
間
接
法
に
よ
り
表
示
す
る
場
合
﹈
中
「

退
職
給
付
引
当
金
の
増
加
額

」
を
「

退
職
給
付
に
係
る
負
債
の
増
加
額

」
に
改
め
る
。

別
紙
様
式
第
七
号
_

第
二
２
中「
外
部
出
資

」

を「
外
部
出
資

退
職
給
付
に
係
る
資
産

」

に
、

「
退
職
給
付
引
当
金

」

を「
退
職
給
付
に
係
る
負
債

」

「
土
地
再
評
価
差
額
金

」

を 「
土
地
再
評
価
差
額
金

退
職
給
付
に
係
る
調
整
累
計

額
」

に
改
め
る
。

に
、

別
紙
様
式
第
八
号
_

第
二
２
中「

長
期
前
払
費
用

」

を 「
長
期
前
払
費
用

退
職
給
付
に
係
る

産

」

に
、

「
`
長
期
繰
延
税
金
負
債

a
そ
の
他
の
固
定
負
債

」

を 「
`
退
職
給
付
に
係
る
負
債

a
長
期
繰
延
税
金
負
債

b
そ
の
他
の
固
定
負
債

」

に
、

「
]
繰
延
ヘ
ッ
ジ
損
益

」

を 「
]
繰
延
ヘ
ッ
ジ
損
益

^
退
職
給
付
に
係
る
調
整

累
計
額

」

に
改
め
る
。

資

別
紙
様
式
第
九
号
_

第
二
２
中「

外
部
出
資

」

を「
外
部
出
資

退
職
給
付
に
係
る
資
産

に
、

「
諸
引
当
金

」

を「
諸
引
当
金

退
職
給
付
に
係
る
負
債

」

に
、

「
繰
延
ヘ
ッ
ジ
損
益

」

を 「
繰
延
ヘ
ッ
ジ
損
益

退
職
給
付
に
係
る
調
整
累
計
額

」

に
改
め
る
。

」

別
紙
様
式
第
九
号
_

第
二
５
﹇
間
接
法
に
よ
り
表
示
す
る
場
合
﹈
中

「
退
職
給
付
引
当
金
の
増
加
額

」

を「
退
職
給
付
に
係
る
負
債
の
増
加
額

」

に
改
め
る
。

平成™�年š月™—日 木曜日 (号外第�—号)官 報

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２

第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
農
業
協
同
組
合
法
施
行
規
則
及
び
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
水
産
業
協

同
組
合
法
施
行
規
則
は
、
平
成
二
十
六
年
三
月
三
十
一
日
以
後
に
終
了
す
る
事
業
年
度
に
係
る
書
類
に
つ
い
て
適
用

し
、
同
日
前
に
終
了
し
た
事
業
年
度
に
係
る
書
類
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

〇
経
済
産
業
省
令
第
十
二
号

輸
入
貿
易
管
理
令
（
昭
和
二
十
四
年
政
令
第
四
百
十
四
号
）第
四
条
第
一
項
及
び
第
九
条
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
き
、

並
び
に
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
二
十
八
号
）
及
び
同
令
を
実
施
す
る
た
め
、
輸
入

貿
易
管
理
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
六
年
三
月
二
十
日

経
済
産
業
大
臣

茂
木

敏
充

輸
入
貿
易
管
理
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

輸
入
貿
易
管
理
規
則
（
昭
和
二
十
四
年
通
商
産
業
省
令
第
七
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
し
、
平
成
二
十

六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

別
表
第
一
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
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